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①

日本の人口構成の変化と2025年問題
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消費税率引上げ分の使い道の見直しにより、
PB黒字化の達成時期に影響が出ることから、
2020年度のPB黒字化は困難となる。
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安倍総理

2020年度の国・地方のPB（基礎的財政収支）
従来の目標

（2015年6月の計画）
従来の目標

（2015年6月の計画） 黒字化黒字化

▲8.9兆円▲8.9兆円兆円兆円兆円（（ ））現　状
（2018年7月の試算）

現　状
（2018年7月の試算）

消費税見直し分
▲1.7兆円▲1.7兆円

差額▲7.2兆円は
約束違反

差額▲7.2兆円は
約束違反

【出典】衆議院会議録、「経済財政運営と改革の基本方針2015」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（2018年7月）」

（本年1月25日 衆議院本会議ほか多数）

2020年度PB黒字化目標の未達
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▲6.3%
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▲3.4%
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従来の中間目標①
（2010年度から半減）

新たな中間目標
（2017年度から実質的半減）

集中改革期間

2020年度 黒字化
従来の中間目標②

（2018年度▲1.0％程度）
2021年度

▲1.5％程度？

【出典】「経済財政運営と改革の基本方針2015」、「同2018」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（2018年1月）」

PB赤字対GDP比の中間目標と現実の姿
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④

北方四島の「新しいアプローチ」
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北方四島の未来像を描き、その中から解決策を
探し出すという未来志向の発想が必要
この「新しいアプローチ」に基づき、四島におい
て共同経済活動を行うための「特別な制度」に
ついて、交渉を開始することで合意
共同経済活動は、日露両国の平和条約問題に関
する立場を害さない
平和条約の締結に向けた重要な一歩

未来志向の発想
「新しいアプローチ」
共同経済活動 「特別な制度」

平和条約問題に関
する立場を害さない

重要な一歩
（2016年12月16日日露共同記者会見における安倍総理の発言）

【出典】首相官邸ホームページ


